
2 款 1 項 3 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 13,500

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

個人情報開示等請求回数 回 3 1 0 2
情報公開請求回数 回 1 3 2 3

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 7,428 5,665 2,613 5,189

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 4,772 2,412 1,206 2,412
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.60 0.30 0.15 0.30
人件費単価 7,954 8,042 8,042

2,413
合計 0 5,665 2,613 5,189

事業費
直接事業費 2,656 3,252 1,407 2,776
人件費 4,772 2,413 1,206

改善策の
具体的

取り組み

モデル部署での実際の運用状況について、文書管理委員会及び文書取扱主任会議にて事業の説明をおこな
い、周知に努める。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

１　職員が職務上作成し、又は取得した文書等で、組織的に用いるものとして保有しているもの（公文書）を適
正に取り扱う。２　情報公開制度及び個人情報保護制度の両者を適切に運用し、市民の知る権利（公文書の
公開）を保障し市民参加による公正で開かれた市政を推進し、市政に対する市民の理解と信頼を深める。３全
課が公文書作成・発送に関して共用する印刷機、郵便料金計器等を適正に管理し、事務の効率化を図る。

事業の内容

１　起案、保存、引継、廃棄その他の公文書管理業務２　議会との調整及び議案書の作成・取りまとめ業務３
公告文書等及び市政情報コーナーの管理業務４　情報公開制度及び個人情報保護制度の窓口業務及び各
課への助言・指導５　印刷機、コピー機、郵便料金計器等及びこれらに係る消耗品の管理業務６　本庁地区内
の郵便物取扱業務（各課の郵便物仕分け事務）７　本庁と地域事務所・総合保健福祉センター・農業振興セン
ター間等の文書集配業務

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

モデル部署による「簿冊方式」によるオープン書棚での共用文書管理、専用の「保管箱」による保存について、
部課長等から構成する文書管理委員会に報告し、管理職の文書管理改善に関する知識を向上させ、組織の
共通課題として意識付ける。文書取扱主任会議で同様の内容を職員に周知し、職員末端にまで組織的な取組
であることを意識付け、取組の円滑化を図る。

事業の対象 市民　・　職員

根拠法令等
伊予市情報公開条例　伊予市情報公開施行規則　伊予市情報公開・個人情報保護審査会規則　伊予市個人
情報保護条例　伊予市個人情報保護条例施行規則

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 総務企画課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

508
記入者情報 所属長： 坪内 圭也 担当責任者： 泉 一人

事務事業名 文書取扱事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
文書管理に対する考え方、保存方法について、まだ職員に徹底されていない状況である。新庁舎完成後
の事務室移転以降は全庁統一的な取扱いができるよう、それまでに周知徹底する必要がある。

課題認識

平成29年3月の新庁舎完成に向けて、現在実施しているモデル部署での実際の運用状況について、文書
管理委員会及び文書取扱主任会議にて事業の説明をおこなうとともに、職員への周知に努め、職員の文
書保存に対する意識改革を進め、文書管理システムを確立させる必要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

情報公開・個人情報保護に関しては、施行されたマイナンバー法や、全部改正された行政不服審査法の
施行に伴い、それに関係する条例の整備を行うとともに、運用にむけた周知を行うことができた。文書管
理については、モデル部署での運用を開始し、その実際の運用に基づき事業の周知を行った。しかしなが
ら文書管理システムによるファイル登録管理については、ある一定統一した運用ができているが、バーチ
カルファイリングシステムについては、まだ運用されているとはいえず、庁舎建設後の運用に向け、周知
を継続していく必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3

目　　標 0 0 0 0
実　　績 1 0 0 0

成果指標

成果指標
情報公開請求及び個人情報保護取扱事務に係る不服申立て回数

指標設定の
考え方

文書取扱事業は、内部事務に要する必要経費で構成されているため、こうした経費に対し指標を設定しても効
果が低いと考える。よって、この事業の主たる目的「市民の知る権利」に対し市が適切に説明責任を行えてい
るかに着目し、市民にとって客観的に分かりやすい指標「情報公開請求及び個人情報開示等請求の決定に対
する不服申立て回数」を設定した。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標26年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


